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【査読済み論文】
環境保険の経済効率性について
一一 環境税 (ピグー税)との比較 一―
桑 名 謹 三
【査読済み論文】
境保険の経済効率性について
一一 環境税 (ピグー税)との比較 ―一
桑 名 謹 三
■アプストラクト
環境保険は,環境税と同様に環境汚染による外部不経済の費用を内部化す
る機能を有しており,保険料を通じて環境汚染を抑止することができる。保
険の実務に即した保険料の表示方式を考慮したうえで,完全情報下における
環境保険の経済効率性を分析した研究は,極めて少ないが,それらは,付加
保険料の存在を無視したもので,かつ,環境保険の経済効率性は,理論的環
境税であるピグー税に比べて劣ることを示すものであった。
本論では,付加保険料をも考慮に入れた分析を行い,環境保険の設計条件
を工夫することにより,環境保険がピグー税と同等以上の経済効率性を有し
うることを示す。
このことは,環境政策における経済的手法として,環境保険が環境税のオ
ルタナティブとなりうることを証明し,さらに,新たなる公保険ビジネスの
可能性をも示唆するものである。
■キーワード
環境保険,環境税,経済効率性
*平成18年6月27日の関東部会での報告による。
/平成18年12月4日原稿受領。
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環境保険の経済効率性について
1.はじめに
環境汚染賠償責任保険1)(以下「環境保険」という。)についての研究は,
その補償機能・被害者救済機能に着目したうえで,法律上の賠償責任をいか
に保険でカバーすべきかという法律学的な分析が中心となってきた。一方,
環境保険の経済学的分析を行った研究の数は,相対的に少ない。また,環境
保険には,環境税と同様に環境汚染による外部不経済の費用を内部化し,汚
染の排出を抑制する機能があるにもかかわらず,その経済効率性を分析した
研究はさらに少ない。加えて保険料の提示方式に関わる保険の実務を反映し
たものは,ほとんどないのが現状である。
たしかに,環境保険は,不確実性を前提としたもので,それに対して,環
境税は確実性を前提としていることから,そもそも比較の対象にならないと
いう考え方があり,それが環境保険と環境税を比較した研究がほとんど存在
しない理由なのかもしれない。また,保険料の提示方式に関する保険の実務
に配慮した研究が皆無に近いのは,保険の実務に精通した経済学者が多くな
いことによるものであろう。しかしながら,環境税も環境保険も,環境政策
の手段となりうるものであり,二つの手法の実務を考慮した比較検討は極め
て重要であって,環境政策を設計する上で避けて通れない分析である。
しかも,保険料提示方式に関わる保険の実務 をある程度反映させながら,
環境保険の経済効率性を示唆した研究のすべてが,付加保険料の存在を無視
したものであり,環境保険の実態を適切に分析 したとは言いがたいのが現状
である。加えて,それらの研究は,いずれも環境保険の経済効率性は環境税
に劣ることを示唆している。
そこで,本論では,外部不経済の費用を環境 リスクと捉えたうえで,完全
1)環境汚染賠償責任保険については,Lockett,Nick,Dりあ%%ι%″′ι滋_
ιグ′わ 乃ヮ5協π%ιる London, 1996, Swiss Reinsurance Company, Iκs%/iηg
ιπυわππιη″′物クルπιグ 滋bグ″机 ZuriCh,1999,赤堀勝彦「企業の環境
リスクマネジメントと環境保険について」『保険学雑誌』第585号,2004年,
pp.124などを参照されたい。
2
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競争市場,かつ,完全情報下における環境保険の経済効率性を,その付加保
険料も考慮に入れ,理論的環境税であるピグー税と比較し,環境保険の設計
を工夫することによって,環境保険がピグー税と同等以上の経済効率性を持
ちうることを示す。
このことは,強制付保の環境保険が環境税のオルタナティブとなりうるこ
との理論的根拠となり,国や地方自治体の環境政策に対応して,保険会社が,
その社会的責任を果たすとともに,それを新たなる公保険ビジネスととらえ,
保険業界がさらなる発展の糸口をつかむ可能性があることを示唆するもので
ある。
2.ピグー税の概要
2.1 ピグー税率の算出
完全情報および完全競争市場下においてπの企業がその生産活動に伴い
有害物質を排出している場合のピグー税の税率を求める。具体的には,ピグ
ー税を徴収された各企業が利潤を最大化したときに,社会的余剰も最大化さ
れるような税率を求める。なお,税額は,各企業の有害物質の排出量に税率
を乗じたものとする。場:グ番目の企業の財の生産量,Σ幼=χ:社会全体
の財の生産量,P(χ):価格 (需要曲線),C幌):グ番目の企業の生産費用,
η:′番目の企業の有害物質の排出量,o(■,め,…,υ″):グ番目の企業によ
る外部不経済の費用,Σの=E:社会全体の外部不経済の費用,ス` 幌,υj):
″番目の企業の有害物質削減費用,ⅡJ化,佐):′番目の企業の利潤,z幌,
υJ):′番目の企業の利益 (税額を考慮しない利潤),ち:′番目の企業に対す
るピグー税率とするとき
ⅡJ=P(X)場― C(亀)-4′(■,υF)一方υ′, zz=P(χ)角一 C(幼)-4,(角,υJ)
となる。
また,社会的余剰 ″ は,
″ =∫P(χ)乙X―ΣC―Σ4`―E
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である。
ここで,Ⅱ′が最大化されたときに, 7も最大化されるように,一つの企業
が他の企業に大きな影響を与えることはないという完全競争市場の前提条件
を考慮しながら, ピグー税率が満たす条件を求めると次のようになるの。
券 =P―券―券 =0
あ=券―券=券
ところで,実際の社会的余剰 И存は,最大化された値,つまり理論的最大値
″十から,行政コスト3でを控除したものとなる4、 したがって,
7r=ラグ*一G ・…・・(3)
ピグー税の効果を図1に示す。有害物質を排出する企業は,その利潤の最
大化をめざし,限界利益とピグー税率が等しくなる点Pへと誘導される。
図1 ピグー税の効果
2)ピグー税の詳細については,柴田弘文『環境経済学』初版,2002年,pp.
153-164べ)Pennan Roger and 1/1a Yue, McGilvary James, CominOn Mi‐
chael,ハし″π′Rωο%πι απ″Eπυ′知ππι%″′EθOποπ′as Glasgow,2003,
pp.202-242を参照されたい。
3)行政コストの具体的費目については,補論3を参照されたい。
4)行政コストを控除すべきという点については,高尾厚「公害保険市場の限界
一社会的費用の内部化をめぐって」『生命保険文化研究所所報』第43号,1978
年,p.126を参照されたい。
・ … ・
。
(1)
・…・・(2)
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そのとき有害物質の排出量は,最適値 υ*,税額は,□OHPυキ,外部不経
済の費用は,△α%*となる。また,企業による便益は,△OPOとなって,
最大化される。
2.2 ピグー税の特徴
ピグー税の特徴は次のとおりである。
① 外部不経済の費用の削減コストが最小化される。
9)式が示すとおり, ピグー税を課することによって,すべての有害物質
を排出する企業において,削減される外部不経済の限界的費用と,その外
部不経済を削減するために要する費用の限界的値が等しくなることから,
社会全体で同量の外部不経済の費用を削減するために要する費用としては,
最ガヽの値が選択されることとなる。
② 社会的余剰が最大化される。
侶)式が示すとおり,社会的余剰 (社会的便益)を理論的な最大値から行
政コストを控除した額まで増加させることができる。
③ 税収の使途が限定されていない。
税収の使途は,柴田めが示すとおり,被害者救済に使用しないで,一般
均衡をできるだけ舌Lさないような手法,たとえば,一括の人頭補助金とし
て分配するなどの方が効率的であるとするのが一般的である。もっとも,
鷲田0のようにパレー ト効率的に被害者救済に税収を使うことができるこ
とを示す研究もある。しかしながら,鷲田の手法を用いると被害者に対し
て,実際の損害額以上の賠償をすることになるという問題点があり,現在
の環境経済学においては,税収は被害者救済には使用するべきではないと
5)柴田弘文,前掲書,p.155を参照されたい。なお,損害賠償とパレ_卜効率
性が両立しないという命題を示したのは,Baumol,W.J.,“On Taxation
and the Control of Externalities", ノ4ηzι″θαπ Eθοπθηaグι R夕υグιπら 62,
1972,pp.307322である。
6)鷲田豊明「外部不経済の被害者に対する賠償 とPareto最適性」『国民経済
雑誌』第181号の3,2000年,pp.3557を参照されたい。
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いう考え方が支配的であることは否めない。
④ 企業に対する損害賠償の請求に対応できない。
ピグー 税は,確実性を前提とした制度であるため,有害物質を排出する
企業に対する損害賠償請求がなされる可能性があるという不確実性に対応
できない。したがって,そのような不確実性がある場合は,その経済効率
性を発揮できない。このことは,Buchanan et al.つがコースの定理的に
基づく加害企業と被害者の交渉とピグー税が競合する場合には, ピグー税
は,その経済効率性を達成できないと指摘していることと同趣旨である。
⑤ 企業の負担が大きい。
企業が有害物質を排出することによって発生する外部不経済の費用より,
ピグー 税額は大きくなる。つまり,企業は自己に責任がある額以上の税額
を負担させられることとなる。植田ら"は, ピグー税額が, ピグー税が達
成するのと同水準の有害物質の排出量削減を強制する規制・命令に企業が
従うことに要する費用よりも大きくなることを指摘しているが,このこと
もピグー税額の過大さを示したものといえる。
ピグー税が過大であることは,図1からも明らかであるが,念のため, こ
こで,⑤を証明しておく。ピグー税によって達成される均衡点における企業
の有害物質の排出量をυ+, ピグー税額をTとすると
r=が=υ*券
lυ=″
ところで,平均値の定理を用いると
, o生∂≦υホ
?
??〓?
?
〓
7) Buchanan, James M. and Stubblebine, Wm
Eω%"滅429,1962, pp.371-384を参照されたい。
8)コースの定理の分かりやすい解説は,柴田弘文,
照されたい。
9)植田和弘・岡敏弘 。新澤秀則『環境政策の経済学―理論 と現実』初版,1997
年,p.29を参照 されたい。
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環境問題による被害の場合は,一般に場誇>0であるから
10,
庭υ*場給lυ=ぅ<υ摯場争lυ="=T⇒ι<T
3.先行研究
環境保険の経済学的分析を行った,あるいは,環境保険の経済学的分析と
同様の内容を示唆する先行研究について以下に述べることとする。
高尾11)は,環境保険 (公害保険)は,契約者と保険者間の情報の非対称性
にともなうモラル・ハザー ドや逆選択によって,通常想定される以上の費用
が発生し,公害保険市場が維持できなくなる可能性を示した。ただ,この研
究は,環境保険の経済効率性をピグー税と比較・分析したものではない。
浜田1のは,企業が負担すべき損害賠償額が有害物質の排出量に比例すると
企業が考えて行動すると,有害物質の排出量が最適水準を上回ることを指摘
するもので,保険料率に保険料算出根拠を乗じるという環境保険の保険料提
示方式を考慮すると環境保険の経済効率性は, ピグー税に劣ることを示唆し
たものといえる。なお,環境保険の保険料が定額で提示されるとしても,企
業は,その有害物質の排出量と定額の保険料とから,保険料率に相当する値
を算出して行動すると考えられることから,定額の保険料提示の場合でも,
浜田の指摘は適切である。
庭田1つも,環境保険の保険料提示方式を考慮すると有害物質の排出量 (財
の生産量)が最適水準を上回ることを示している。しかしながら,庭田は,
このことを環境保険による被害者救済の量的水準が同じであるにもかかわら
ず,より多くの生産が可能になると肯定的に捕らえているところに特徴があ
10)現実の場合でも外部不経済の費用を表す関数の2階微分が正であると判断し
てよいことについては,補論 1を参照されたい。
11)高尾厚,前掲論文を参照されたい。
12)浜田宏一 r損害賠償の経済分崚』初版,1977年,p.98を参照されたい。
13)庭田範秋『損害保険の経済分析』初版,1979年,pp.1620を参照されたい。
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る。
Farber10は,環境保険,損害賠償制度,供託金制度について,事故発生
確率が既知の環境リスクだけでなく,事故発生確率が未知の純粋な不確実性
をも視野に入れ,企業が資金を支払うときから,事故が発生するまでの間の
金利を考慮したうえで, どの制度が企業の防災に対する注意水準を最適化す
るのかを検討したものである。ただ,この研究も環境保険の経済効率性とピ
グー税のそれとの比較を行ったものではない。また,分析においては,保険
料提示方式,付加保険料とも無視されている。
Merri■eld10は,応用一般均衡モデルを用いて環境保険やシュアティボン
ドが経済全体にどのような影響を与えるかについて,感応度分析したもので
ある。したがって,この研究も環境保険とピグー税の経済効率性について直
接言及したものではない。
環境保険ではないが,Shavell10は,損害賠償責任保険一般について経済
効率性を分析している。この研究は,損害賠償責任保険が社会的余剰を最大
化することを示しているが,保険料の提示方式や付加保険料は,無視されて
いる。また,経済効率性のもう一っの指標である,外部不経済の費用の削減
コストの最小化については,言及されていない。
以上より,保険料が定額もしくは,料率に保険料算出根拠を乗じたものと
して提示されるという,保険の実務を考慮に入れたうえで環境保険の経済効
率性を分析もしくは,示唆した先行研究は,浜田,庭日のみであり,海外で
14) Farber, Stephen, “Regulatory schemes and self―protective environ‐
mental risk control:comparisOn of insurance, liability, and deposit/
refund systems",EθοJば
“
′Eθθπ銘滋● 3,1991,pp.231245を参 照 され
たい。
15) Merrifield, JOhn, “A general equilibrium analysis of insurance bond‐
ing approach tO pollution threats", Ecθ,ogグια′ Ecοκθπグι■ 40, 2002,
pp.103115を参照されたい。
16) Shaven, steven, “On Liability and lnsurance", Bc′′ノb%/πα′ 9′ Ecο―
ποπグas 13,1982,pp.120-132およびShavell,Steven,Ecοπθπ″ 4κα夕Sお
グ Иcaa.π″ι
“
ιしCambridge,1987,pp.206261を参照されたい。
8
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同様の研究は,存在しないといえる。浜田,庭田の先行研究の示す内容は,
次のとおりである。
ピグー税によって達成された最適な均衡点において,環境保険を付保 した
後, ピグー税の徴収を中止した場合,均衡点が移動することを示す。
環境保険の純保険料と外部不経済の費用は,同額であるから1つ,純保険の
料率をγ, ピグー税により実現される最適な有害物質の排出量をυ*とし,
平均値の定理を用いると
が=iホ券あ=γ*券lυ=ぅ ,0≦5≦υ*⇒γ=券lυ=ぅ
茅>0⇒γ<券臨
新しい均衡点における有害物質の排出量をクとし,9)式と,限界利益の傾
きは負であることを考慮すると
γ=仔‖巧<場争lυっ*=仔‖っ拿:≪勇争<0 ⇒ク>υキ
よって,環境保険は,最適値を超える有害物質の排出を誘引する。したがっ
て,環境保険は, ピグー税より経済効率性が劣る。
この浜田。庭田説を図2に示す。ピグー税の課税により′点Pにあるとき,
ピグー税の課税をとりやめ,環境保険を付保する。ここでは付加保険料は,
無視しているから,純保険料と外部不経済の費用が等しいことにより,
□OIQυ*=△OPυ中となる。この結果,明らかに保険料率 /は,ピグー税
率であるOHより小さくなる。 したがって,環境保険を付保することによ
って,達成される均衡点は,限界保険料と限界利益の交点であるSとなり,
環境保険によって均衡点はPからSに移動する。このとき,明らかに有害
物質の排出量 クは,最適排出量 υ幸より大きくなる。
17)無過失責任を前提としている。詳細については,須田洸『保険経済学』初版,
1988年,p.241を参照されたい。
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図2 環境保険の有害物質排出抑止効果 (浜田・ 庭田説 )
銀
4。 最適環境保険
ピグー税と同等の経済効率性を有する環境保険を最適環境保険ということ
とする。
4.1 最適環境保険の満たす条件の導出
今,環境保険が強制的に付保された場合を考える。モデルは,ピグー税を
導出した2.1のものを使用する。″番目の企業に対する純保険料をQ(■,
の,…,υ″)と,付加保険料をR′ (a,772,…,の とすると,企業の利潤は,
Π,=P(X)角―C(幼)-4`(場,υ
`)一
Q―R`
となる。一方,社会的余剰 %は,純保険料は,外部不経済の被害者に支払
われるため,社会的費用とみなされないことに注意すると,
%=IP(χ)a_Σc―Σ4′―E―Σ鳥
となる。Π′と%を同時に最大化する 機 ,υ′)が存在するようなQ,R′に
関する条件を求める。
3卜=0⇔鳥静-0⇔P一分一券=0…型
勝 =0⇔券―券―耕=0…⑤
10
保険学雑誌 第599号
券 =0⇔―券可手 Σ欝=0…・0
完全競争市場の前提により,ある企業が他の企業に影響を与えることはない
ことに考慮すると,
力≠わ」穿=Q称=0
である。したがって,(5)式,(0式より
券=子⇒Q=のD-0
券=0…③
として,(η式を用いると,(9式と(6)式は,次式と同値 となる。
新―券 …0
このとき, 幌,の は,(4)式と(9)式により求められる。ところで,(4)式は(1)
式と,(9)式は(2)式と同値である。つまり,このときの 幌 ,υ′)は,ピグー
税により達成される 幌 ,υ`)と同値になる。
一方,このとき社会的余剰は,
%=∫P(χ)乙χ一ΣC―Σ4J―E一ΣRJ=″‐一ΣR` ……・00
0
となり, ピグー税により達成される社会的余剰 との差は,0)式,00式より
7r-1夕=τグ*―G-17*+ΣRJ=ΣR′―G ……llll
したがって,(7)式,(0式を満たす環境保険であって,付力[保険料総額が行
政コストよリガヽさいものは, ピグー税より経済効率性が高いこととなる。
よって,求める最適環境保険の条件は,次のとおりとなる。
①純保険料は,被保険者である企業が発生する外部不経済の費用に等しい。
②企業にとって付加保険料は,定額と考えられる。
18)このことは,前注で指摘した無過失責任に基づ く損害賠償をカバーする純保
険料が,外部不経済の費用に一致することを示している。
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③保険料は,保険料算出根拠である有害物質の排出量の関数として提示され,
その導関数は,保険期間中に予想される有害物質の排出量の近傍において,
外部不経済の限界費用を適切に近似できる。
4.2 最適環境保険の実例
最適環境保険の実例は,次のとおりである。完全情報下でなくても経済効
率性が達成できる場合がある。
1)ピグー税率が既知の場合 (完全情報下の場合)
①契約時に企業の有害物質の予想年間排出量に対する純保険料と付加保険
料の合計額を徴収する。
②保険期間終了後,実際の有害物質の排出量と予想年間排出量の差額にピ
グー税率に等しい調整保険料率を乗じた額を追徴もしくは返戻する。
以下において,上記①,②で示された最適環境保険の効果を確認する。契
約時徴収の暫定保険料をPp,保険期間終了後に算出される確定保険料をら,
契約時の有害物質の見込みJF出量をし,保険期間終了後に算出される有害
物質の実際の排出量を物,有害物質の排出量が υのときに必要な付加保険
料をR(υ)とすると
ら=:夕あ+R(a……lヵ
鳥=(場―のみlυ=が+ら……〔Э
このとき,財の価格をP,財の生産量をχ,企業の利潤をΠとすると
Π=2-C(χ)-4(χ,場)一為 ……l141
利潤を最大化するとき
場 =0
であるから,00式,l131式,l141式より
場=0⇔勢―銑=0⇔一勢一勢臨―券=0⇔
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一勢一券し=0-0
ところで(2)式より
―るほっホ=子lυザ
であるから,スが υの単調減少関数であることを考慮すれば,l151式より
均=υ*となって,最適環境保険により有害物質の排出量が最適値に導かれ
ることが分かる。
最適環境保険の効果を図3に示す。線分ABは,有害物質の年間予想排
出量%近傍における限界保険料である。企業は,利潤を最大化しようとし,
限界利益と限界保険料の交′点へ移動する。限界保険料は, ピグー税率に等し
いことから,限界利益と限界保険料の交点は,最適点であるPとなる。し
たがって,最適環境保険の効果により有害物質の排出量が最適値であるυ*
に誘導されることがわかる。
図3 最適環境保険の有害物質排出抑止効果 (完全情報の場合)
2)企業の限界利益が不明の場合
①契約時に企業の有害物質の予想年間排出量に対する純保険料と付加保険料
の合計額を徴収する。
②保険期間終了後,実際の有害物質の排出量と予想年間排出量の差額に,予
υホ   lρ
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想年間排出量における外部不経済の限界費用に等しい調整保険料率を乗じ
た額を追徴もしくは返戻する。
以下において,上記①,②で示された最適環境保険の効果を確認する。
暫定保険料および確定保険料は,次のとおりとなる。
ら=:みあ+R(a
鳥=幌―の機礼=の+ら……00
今,企業が保険を更改し続け,00式で表される保険料に従い有害物質の排
出量を変化させることによって利潤を最大化することを毎年イ予った場合,有
害物質の排出量は,最適値に収束するかどうかを調べる。
簡単のため,次のとおり限界利益曲線と外部不経済の限界費用曲線につい
て,直線近似を行う。
勢-2υ十物>げ>①,チ=″む>①-0
このとき,有害物質の最適排出量は,
ダ=為 ・・・l10
となる。有害物質の排出量の初期値をぁとしたとき,00式,l10式より,ノ年
目の有害物質の排出量場は,
2′=(π+」+(場)J{%¬π鍵丁}……09
となる。CD式,09式より,外部不経済の限界費用の傾きが限界利益の傾 きの
絶対値より小さいとき有害物質の排出量は,最適値に収束することがわかる。
つまり,
g<|―%|⇒′″衛=υ*
となる。したがって,有害物質の毒性が極めて強く微量の排出量であっても,
環境に大きな影響を与えるようなケースでは,有害物質の排出量は,発散し
てしまう可能性がある。ただ,一つの企業のみが環境に与える影響は,大き
14
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くないような一般的なケースであれば,有害物質のJ卜出量は収束する可能性
が大きい19)。
有害物質の排出量が収束する場合の状況を示したのが,図4である。最適
環境保険の保険料の提示を受け,企業が有害物質の排出量を変化させていき,
最適な均衡点Pへ収束することとなる。
図4 最適環境保険における均衡点の収東
なお,確定保険料が00式で示される場合は,保険料を有害物質の排出量で
除した値,つまり平均保険料率より調整保険料率の方が大きくなることが想
定される。このとき,企業は,契約時に有害物質の年間予想排出量を過度に
大きく申告することによって,最終的に支払う確定保険料を割安にすること
ができる。したがつて,実務的には,確定保険料は,暫定保険料の80%を下
回らないというような条件を付帯することが望ましい。
また,以上に示した最適環境保険の実例では,平均保険料率と調整保険料率
が明らかに異なるが,このような設定の仕方は,再保険の実務において使用
されることがあり,決して珍しいものではない。
19) 「試行錯誤的ピグー税」 と同じ効果を持つ といえる。「試行錯誤的ピグー税」
については,植田和弘・岡敏弘 。新澤秀則,前掲書,p.23を参照されたい。
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4.3 最適環境保険の特徴              ・
最適環境保険の特徴は,次の とお りである。
①外部不経済の費用の肖り減コストが最小化される。
ピグー税によって導かれる各企業の有害物質の排出量と最適環境保険に
よって導かれるそれとは,同値であリピグー税と同様に外部不経済の費用
の削減コストが最小化されることとなる。         ・
②社会的余剰が最大化される。
(0式に示されるとおり,社会的余剰 (社会的便益)を理論的最大値より
付加保険料総額を控除した額まで増大させることができる。
③被害者救済が優先される。
④被害者からの損害賠償請求があっても,その経済効率性は,失われない。
最適環境保険は,損害賠償責任保険であるので,当然,被害者から企業
に対して損害賠償請求があっても,その経済効率性を維持することができ
る。
⑤企業の負担が比較的小さくなる2の。
5.ピグー税 と最適環境保険の比較
ピグー税と強制付保の最適環境保険の比較は,表1に示すとおりである。
最適環境保険は, ピグー税と同等かそれ以上の長所を持つことが分かる。
環境政策の制度設計に際して,二つの手法の優劣を決める最も重要な点は,
ピグー税を実施するのに要する行政コストと,付加保険料総額のどちらが多
いのかということである。行政コストの方が小さければ, ピグー税の方が,
政策手段として望ましい可能性が大きくなる。付加保険料総額の方が小さけ
れば,最適環境保険を強制付保化することが,政策手段としてより有望であ
る可能性が大きくなるのである。それは,国や地方自治体と保険者のどちら
が, コスト削減のインセンティプをより大きく持ちうるかに依存してくる。
20)ピグー税額 と最適環境保険の保険料 との比較については,補論 2を参照され
たい。
16
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表1 ビグ‐税と最適環境保険の比較表
当然,民間企業である保険者の方が公的セクターより, コスト削減のインセ
ンティブは,大きいと考えられることから,その点においては, ピグー税よ
り最適環境保険の方が優れているといえる可能性が大きい2D。
また, ピグニ税は;損害賠償請求が予想される場合は,理論どおりの経済
効率性を達成できないことは,見逃せない欠点である。ピグー税の長所とさ
れる経済効率性を達成するためには,損害賠償制度の一部を廃止しなければ
ならない2の。このようなドラスティラクな制度変更は,政策上困難を極める。
21)行政コスト,付加保険料削減のインセンティブについては,補論 3を参照さ
れたい。                |
22)ニュージーランドでは,1972年に,事故による身体障害および死亡の損害賠
償請求訴訟を廃上した。異論はあるかもしれない力、 この制度は, ピグー税の
効率性を損害賠償制度の一部を廃止することによって達成しようとしたものと
解釈できる。詳細は,加藤雅信,『損害賠償から社会保障ヘー人身被害の救済
(注)網掛け部分は比較対象に劣る事項
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したがって,最適環境保険が,損害賠償請求に対応できるという点で, ピグ
ー税に優越していることは,極めて重要な点である。
なお,表には記載していないが, ピグー税に比べて環境保険の方が倫理的
な制度であるという指摘がある。松橋は,これまでの環境問題における加害
論 。被害論の研究を通じて,環境問題の被害者のほとんどは,支配システム
という財の配分と意志決定権の配分について社会的に存在する不平等な構造
において,底辺に位置する人々であると述べている23、_方,Rawlsの正
義論における正義の第二原理 (格差原理)は,社会で最も不利な立場にある
人々の期待便益を最大化すべきとしている2o。今,支配システムにおいて底
辺に位置する環境問題の被害者を社会で最も不利な立場にある人々と認識す
れば,環境問題の被害者を救済する環境保険制度は,格差原理に適合した倫
理的な制度といえるのである。なお同趣旨の指摘を浜田2つもしている。
以上の点から,最適環境保険の強制付保化は, ピグー税よりも,制度とし
て同等かそれ以上の長所を有する優れた政策ツールといえる。
6。 実際の環境政策 としての可能性
これまでは,完全情報下,つまり,行政も保険者も,企業から排出される
有害物質のリスクカち たちどころに分かるという,極めて非現実的かつ理想
的な条件を想定して,議論を進めてきた。ここでは,次のような点を考慮す
れば,実際の環境政策として,環境保険の強制付保化の可能性が十分あるこ
とを強調しておきたい。
のために一』初版,1989年を参照されたい。また,加藤雅信「損害賠償制度の
将来構想」『新 。現代損害賠償法講座 1総論』初版,1997年,pp.289318で提
唱されている総合救済システムも同様の理論的根拠を持つと考えることができ
る。
23)飯島伸子・鳥越皓之・長谷川公一・松橋晴俊『講座環境社会学第1巻』初版,
2001年,p.36を参照されたい。
24)Rawls,John,4ηりιοη げ 撚 ′グθのCambridge,1971,pp.7583を乞房照
されたい。
25)浜田宏一,前掲書p.84,109を参照されたい。
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なお,海外だけでな く, 日本において も,環境政策 として環境保険を有効
活用すべきとの主張がなされている2oことについても留意する必要があろず。
1)理論と実際の隔たりについて              ・
ピグー税も完全情報をその経済効率性を実現するための必要条件として
いる。したがって,現実の社会では, ピグー税の効率性は,実現しえない。
にもかかわらず,いくつかの国で, ピグー税を一つの大きな理論的背景と
して,環境税が実施されている2つ。理論と実際が異なるという′点では,環
境税も環境保険も同じである。
2)環境保険の困難さについて
環境保険は,引受けに際して,さまざまな困難を伴う保険であることは
否めない。それらの困難というのは,①リスクの定量化が困難,②再保険
キャパシテイの確保が難しい,③逆選択の恐れが大きい,④モラル・ハザ
ードの可能性があるなどである。
①リスクの定量化が困難であることの理由は,環境保険は,他の保険に
比べて大きな不確実性を伴うためである。不確実性には, 自然科学的不確
実性,保険約款に起因する不確実性,環境法の不確実性がある。自然科学
上の不確実性は,ある化学物質がどのような頻度で, どのような規模の被
害をもたらすのかが明確でなく, しかも有害物質の有害性に関する科学的
知見が,時間の経過とともに変化することである。保険約款に起因する不
確実性は,保険事故20の確定が適切にできない可能性があることである。
日本の環境保険の保険事故は,損害賠償請求ベース (Claims―Made
Bttsis)により規定され,遡及日 (Retroactive Date)を設定し,遡及日
26)黒川哲志「環境保険を利用した規制手法」『帝塚山法学』第6号,2002年,
pp.161201を参照されたい。なお,黒川の分析は,法律学的なものである。
27)実際に実施されている環境税については,諸富徹『環境税の理論と実際』初
版,2000年を参照されたい。
28)賠償責任保険の保険事故の定義に伴う困難さについては,大羽宏一「医療業
務を対象とする賠償責任保険に関する保険事故のあり方」『現代保険学の諸相
松島恵博士古稀記念』初版,2005年,pp.181197を参照されたい。
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以前の原因や事由による損害は,保険事故によるものとみなさないことと
なっているが,環境リスクに特有の漸進的 (Gradualな)損害については,
当該損害が遡及日前に発生したものなのか,遡及日後に発生したものなの
かを区別することは,大きな困難が伴う。法的不確実性は,保険金支払い
の対象となっている公法に基づく措置命令を履行するために要する費用が,
どのような場合に措置命令が下されるか明確でないため,保険料として定
量化が困難である。たとえば,公害防止事業費事業者負担法により,被保
険者が公害防止事業に要する費用の負担を求められることがあるが,当該
公害防止事業に要した費用のうち,被保険者の負担割合を決定する基準が
明瞭でなく大きな不確実性を伴う。また,私法つまり,環境民事訴訟にお
いては,過失,因果関係,共同不法行為,過失相殺,損害の範囲等につい
ての裁判所の認定は,近時,裁判例が整いつつあるとはいえ,依然として
大きな不確実性を伴う。以上のように環境リスクは,多大な不確実性を伴
い適正な保険料を決定するのは,極めて不可能に近い。したがって,その
ような不確実性を軽減するためには,契約件数を増やして実務上の経験を
積んでいくしかない。ところで,環境政策としての環境保険は,強制付保
が前提であるので,契約件数の増加は見込める。それに加えて再保険プー
ルを設立し,損害保険業界で情報を共有することができれば,さらに不確
実性は減少する。さらに,特に不確実性が大きくリスクの定量化が困難な
案件については,契約時に特約書を締結し,ロスレシオが極端な値になる
ことを防ぐことも可能である2"。②再保険キャ′ドシティの確保が難しいと
いう点については,再保険プールを設立すれば,改善が見込める。再保険
プールの設立は,前述のとおり環境リスクに関する情報を損害保険業界で
共有するという点においても有効である。ヨー ロッパの保険マーケットに
おいては,市場競争を制限する再保険プールのような制度は,原則禁止さ
29)広域に土木構造物を所有する事業者が被保険者となる土木構造物保険におい
ては, リスクの定量化が困難であるため,ロスレシオが安定するように,契約
時に特約書を締結することが多い。
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れているが,原子力保険と環境保険については,例外的に再保険プールの
設立が認められ30,実際に,フランス,イタリア,スペイン,オランダに
おいて環境保険プールが環境保険のキャパシティを提供 している31、この
こと考慮すれば, 日本においても環境保険の再保険プールの設立が検討さ
れるべきといえよう。ただし,初期の段階においては,保険料が安全サイ
ドに立った再保険マーケットの割高な保険料に影響されることがない,国
内で全額を保有するタイプの再保険プールが望ましい。また,③逆選択の
恐れが大きいという指摘については,そもそも,環境政策としての環境保
険は,強制付保を前提とするので,逆選択の問題は解決される。次に,④
モラル・ハザード可能性については,最近の環境保険は,保険者によるサ
イトの事前調査,高免責金額,縮小損補などの様々なインセンティブシス
テムが導入されており32、 それらに加えて告知義務条項,通知義務条項を
有効に活用すれば,モラル・ハザードの可育ヨ性を最小化することができる。
つまり,環境保険引受けに伴う困難については,改善策があり,それら
の改善策を実施していけば,今後日本の環境保険マーケットの拡大が見込
め33、 それに伴い環境政策のツールとしても一層有用と認識されるように
30) Faure, Michael ed., Dι姥//o%θの IκS%πιグ′″″, απグ Cθ%ψιπSα′グοπ グπ
D"グηηπιπ″′ι滋うグ″机 Wien,2003,pp.147149を参照されたい。
31)OECD,E"υ′ηπ%ιη滋′Rtt απ″多
"%紹
%θc Paris,2003p.46をラ雰照 さ
れたい。
32)どのようなインセンティブシステムが用いられているかは,損害保険者の商
品によって異なる。日本においては,環境汚染賠償責任保険は,東京海上日動
火災社,損害保険ジャパン社,三井住友海上社, 日本興亜社,ニッセイ同和社 ,
あいおい社,共栄火災社,AIU社によって販売されていることから,各社の
商品のインセンティブシステムについては,それぞれの会社に直接照会された
33)日本の環境保険マーケットの現状と環境保険の引受けに伴う問題点に対する
改善策について, 日本の損害保険者がどのように考えているかに関しては,桑
名謹三「日本の環境保険マーケットの現状分析 一環境保険マーケウト拡大に
何が必要か 一保険会社へのアンケート調査を通じて」『損害保険研究』第68
号の2,2006年,pp.85105を参照されたい。
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なってくる可能性がある。
3)環境保険の強制付保化の先行事例について
ドイツでは,1991年に施行された環境責任法に従い,一定のカテゴリー
に属する事業場については,環境保険のカバー,その他の保証のいずれか
を得ることが義務付けられている30。 この政策の主旨は,賠償資力の確保
とともに, リスクを内部化し,そのコストが価格に転嫁され,市場メカニ
ズムを通じて環境に悪影響を及ぼす活動の水準を抑えることにあり30,本
論における環境政策としての環境保険活用の目的に極めて近いものである。
この制度の評価として,環境責任法と環境保険の普及は, ドイツに環境事
故の減少をもたらした30とぃぅ指摘があるが,その一方で, ドイツの強制
付保は,完全には,履行されておらず,今後も,履行される見込みはな
ぃ3つとの評価もあること留意する必要がある。このような,相反する評価
がなされたドイツの事例について,今後, 日本が環境政策として強制付保
の環境保険を導入する際には学ぶべき′点があろう。
また,スウェーデンにおいても,環境保険が強制付保化されている。ス
ウェーデンについては, ドイツと異なり強制付保の履行も遵守されており,
被害者救済のための賠償資力確保を目的として,制度運営に大きな問題は
発生していないようである38、
いずれにせよ,環境政策として環境保険を強制付保化した先行事例が存
在し, 日本で導入する際には,それらの先行事例から多くのことが学べる
のである。
4)EUの今後の動向について
EUにおける環境損害賠償責任制度の今後の指針 を示 したWhite
34)Faure,″.θ″,pp.303330を参照されたい。
35)吉川良一『公害・環境私法の展開と今 日的課題』初版,2002年,p.74を参照
されたい。
36)吉村良一,前掲書,p.88を参照されたい。
37)Faure,″.αム,p.328を参照されたい。
38)Faure,″.ιグム,p.192を参照されたい。
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Paper30の要旨は次のとおりである。環境損害賠償責任制度は,付保可能
でなければ効果が小さいと考え,将来的には,強制付保化も視野に入れて
いるようである。したがって,EUにおける環境損害賠償責任制度の展開
によっては, ヨー ロッパにおける環境保険。再保険マーケットの活性化 。
拡大が予想される。このことにより, 日本での環境保険のキャパシティ確
保が容易になることも十分考えられる。
①人の健康や財物に与えた損害だけではなく, 自然 (生物多様性)に与
えた損害についても,損害賠償責任を負わせるべきである。これは,
環境汚染を起こす可能性のある企業にとって抑止力となるものである。
②環境損害賠償責任は,付保が可能でなければ,その機能を十分に発揮
することができない。
③環境損害賠償責任制度が有する環境汚染の抑止機能は,保険を通じて
も達成できる。
④強制付保化は,新しい環境損害賠償責任制度で,実績を十分に積んで
から,実施すべきである4o。
⑤新しい環境損害賠償責任制度の経済に与える影響は,大きくないと思
われるが,少なくとも保険産業にとっては,プラス要因になると予想
される。
5)地方分権化について
2000年に施行された地方分権一括法および同法により改正された関係法
の施行により地方自治体の条例制定権が拡大した41、 それにともない,地
39)European CorШnissi n, ″物グ″ R″ιγ θπ Eηυ′御ππιπ滋′ιttbグ″ぁりLux‐
embourg, 2000
40)これは, 自然 (生物多様性)に対する損害賠償責任をカバーする環境保険が
現時点では,開発途上にあることが大きな理由と思われる。なお, 自然 (生物
多様性)の付保可能性については,Swiss Reinsurance Company,2ι蒻‐
協πb″″ げ ιιο;動′滋η  Zurich,2003を参照されたい。
41)分権改革後の地方自治体の条例制定権については,北村喜宣,『分権改革と
条例』初版,2004年を参照されたい。
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方自治体が実施しうる環境政策の幅も大きく広がったといえる。したがっ
て,地方自治体の環境政策として,環境保険の強制付保化も可能である。
さらに効果的な政策としては,地方自治体において環境問題に関わる損
害賠償のルールを新たに定める不法行為特別条例を制定し,その損害賠償
責任をカバーする環境保険を強制付保化することである。このような政策
によって,今まで内部化できなかったような環境リスクの内部化が可能と
なるのである。ただ,今まで行われてきた地方自治体の条例制定権の議論
は,公法に関するものだけであり,本来,全国共通であるべきと考えられ
ている不法行為法のような私法の領域での地方自治体の条例制定権につい
ては,明確な議論がなされてこなかった。
ただ,新地方自治法の趣旨から判断すれば,私法の領域であっても,当
該自治体の地域特性から必要と考えられる条例は,違法とはいえないと考
えられる421。 また,条例でなくとも,公害防止協定によって企業の損害賠
償責任を規定し,それをカバーする環境保険の付保を義務付けることによ
つて,実質的に不法行為特別条例と環境保険の強制付保化と同じ効果を得
ることもできる。したがって,今後,地方自治体によって環境保険を利用
した環境政策の有用性が一層高まってくるであろうと予想される。
日本の環境行政の歴史を顧みると,その先端はぅ常に地方自治体であっ
た。その′点からも,これまでの環境政策とは異なる新たな手法である環境
保険を活用した環境政策が今後地方自治体で採用される可能性は,十分あ
る43)。                |
42)筆者が2006年2月18日に開催された国際比較環境法センター主催のワークシ
ョップ「地方分権 と環境行政」に参加した際に,同ワークショップで道州制に
つき説明を行った総務省自治行政局行政課課長補佐に「地方自治体が不法行為
特別条例を制定することは違法になるのか。」と質問したところ「長期的には,
国の立法範囲は狭 くなっていく。その意味においては,当該地域特性を反映し
たものであれば,不法行為特別条例 も違法とはいえない。」との回答を得た。
このことからも,地方自治体で損害賠償のルールを定められる可能性があるこ
とが確認できた。
43)北村喜宣『自治体環境行政法』初版,2003,p.62によれば,環境保険の付
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7.公保険ビジネスとしての可台ヒ性について
たしかに,環境保険は,引受けに困難を伴うものであるが,ここで発想を
転換して,一つの公保険ビジネスとして考えることも必要である。強制付保
の環境保険が,環境政策として,有効であることの理論的証明は,環境税が
そうであると同程度か,それ以上に,本論で証明されたわけであるから,政
策ツールとして,国。自治体などに導入を促すことも可能であろう。
公保険であり,かつ,引受けに困難が伴うため,敬遠されがちな保険とし
て,原子力保険が存在するが,原子力保険は,1960年の販売開始以来,極め
て良好な成績で推移しており,十分な収支残が確保されていることに改めて
注目すべきであろう4o。環境保険は,そのエクスポージャーから判断して,
保険料ボリュームは,原子力保険をはるかに上回ることは確実であり,潜在
的な巨大マーケットと考えることもできる。
8。 まとめと今後の課題
これまでの研究においては,保険料を保険料率に保険料算出根拠を乗じた
額, もしくは定額と提示した環境保険は, ピグー税よりも経済効率性が劣る
とされていたが,本論では,これまでの研究では,無視されてきた付カロ保険
料をも考慮に入れたうえで,環境保険の設計を工夫することによって, ピグ
保を強制化した自治体の条例は,存在しないが, 自治体と企業の公害防止協定
において,環境保険の付保を義務付けた例が存在する。また,公害防止協定に
よって,企業の無過失責任に基づいた損害賠償を義務づけている地方自治体も
存在する。
44) 『インシュアランス統計号』,『保険年鑑』によると,1960年から2004年まで
の原子力保険の通算の成績は,国内元受ベースで損害率1.67%,責任準備金
815億円,収支残118億円と良好である。なお,筆者は,原子力保険の成績が良
好であることを述べているのであって,政府の原子力政策を肯定も否定もして
いないことを理解していただきたい。原子力政策については,原子力技術に関
わるリスクとその不確実性を十分に国民が理解したうえで国民が議論して決定
すべきものと考える。
環境保険の経済効率性について
―税と同等かそれ以上の経済効率性を有するようにできることが証明された。
その設計条件を満足する最適環境保険を強制付保化した環境政策とピグー
税を課税する環境政策を比較したとき,その優劣は,主として,付加保険料
総額と行政コストのどちらが多いかによって決定される。付加保険料総額が
行政コストょり少ない場合は,最適環境保険が,そうでない場合は, ピグー
税が環境政策としてより経済効率性が高いといえる。民間セクターである損
害保険者の方が,公的セクターよリコス ト削減のインセンティブが高いこと
は,予想されることであるので,その点においては,最適環境保険の強制付
保化が政策としては,有望であると考えられる。
本論では,完全競争市場下,完全情報下という理想的な状況のもとで環境
保険とピグー税の経済効率性を比較し,環境保険がピグー税に劣らない経済
効率性を有することを証明したが,実際の政策として実施されている環境税
の理論的根拠のかなりの部分は, ピグー税の経済効率性に依拠していること
を考えると,実際の政策として環境保険の強制付保化を検討する価値がある
ことをも本論は証明したといえる。確かに,環境保険の引受けには,様々 な
困難が伴うのは事実であるが,それらの困難さを改善する手法が存在するこ
とも事実である。また, ドイツやスウェーデンにおける環境保険の強制付保
化の実施例を参考しながら日本における制度設計が可能である。さらに,
EUにおける今後の環境損害賠償責任制度の発展の状況によっては,環境保
.険の保険 。再保険マーケットの拡大が予想され,そのことによって, 日本に
おける環境保険の再保険キャパシティ確保も容易になることも予想される。
加えて日本の地方自治体においては,実施できる環境政策の自由度が増し,
環境政策の新たな手法が求められている。これらの状況を考慮すれば,今後,
実際の環境政策としての環境保険の強制付保化の可能性が十分にあるといえ
るのである。
保険業界としては,このょうな環境保険に対する需要をネガティブに考え
ることなく,一つの公保険ビジネスのチャンスととらえるべきである。環境
保険と同様に引受けに困難が伴う保険であって,かつ,公保険である原子力
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保険は,1960年の発売以来,良好な成績を残しており保険業界の収益に寄与
してきたことを再考すべきである。潜在的マーケットの規模は,原子力保険
をはるかに上回ると予想される環境保険マーケットを眠ったままにしておく
のか,それとも公保険ビジネスとして需要を喚起 しマーケットの拡大を目指
すのか,決断しなければならない時は遠からず来るであろう。
今後の課題についてであるが,現在の環境保険は,損害賠償責任保険であ
り,損害賠償責任制度を通 じて被害者を救済し,さらに, リスクの内部化を
図るもので,損害賠償責任制度と表裏一体をなすものである。そのため,環
境保険は,損害賠償責任制度の欠点という呪縛から解放されることは困難で
ある。損害賠償責任制度の欠点とは,訴訟1件当たりの取引コストが大きい,
被害者救済までに時間がかかる,加害と被害の因果関係の立証が困難な場合
がある,過失責任主義においては,加害者の過失の立証が困難な場合がある,
環境問題のように損害が遅発性を有するときは,損害が発生した時点におい
て加害者が存在しない場合がある,司法により認められる損害が実際の損害
と乖離している場合がある,などである。したがって,このような損害賠償
責任制度の欠点から,できうる限り切り離された環境保険を開発するために
は, どのような手法があるのかを検討・分析することが今後の課題のである。
(筆者は上智大学大学院地球環境学研究科地球環境学専攻博士後期課程)
補論 1。 外部不経済の限界費用曲線の傾きが正であることの妥当性
ここでは,中西らの文献4めに従いつつ,そのモデルを単純化し環境 リスク
を定量的に算出することによって,外部不経済の限界費用曲線の傾 きが正で
あると想定しても問題ないことを示す。
外部不経済の費用が健康被害に限定されるとする。本論では,外部不経済
の費用は, リスクと考えていることから,外部不経済の費用は,健康被害の
45)中西準子・蒲生昌志・岸本充生 。宮本健一『環境 リスクマネジメントハンド
ブック』初版,2003年の「第6章 リスクを計算する」。
環境保険の経済効率性について
重篤度に健康被害が発生する確率を乗じたものと考えることができる。重篤
度は,有害物質の暴露量が多くなれば,大きくなると想定されるが,重篤度
を測る一意的な指標がない4oことから,ここでは,重篤度は一定とする。さ
らに,ここでは,有害物質による健康被害は,一定の暴露量以上によって発
生する,つまり,閾値が存在するものとする。ところで,有害物質に対する
感受性には,個人差があり,それぞれの個人によって,閾値が異なる4η。個
人の閾値は,対数正規分布に従うと仮定することが多く40,また,いくつか
の研究において,個人差の標準偏差 (常用対数値の標準偏差)は,0。3程度
である40。
以上のことを勘案し,次のような定式化を行う。対数正規分布の確率密度
関数を/(′)とし,有害物質の排出量がのときの,被害者の有害物質の暴露
量を″, リスクをD(χ)とすると
D(χ)=力!/(′)彦 ……(1)
ただし,/(の=7扇≡場所オ″{二彬籍一μ)2/2σ2}′>0
/(′)=0 ′=0, α,力=εθπs′.
ここで,閾値の幾何平均を 7。とすると,μ=励7。/励10 である。(1)式を
2回微分して,D〃(χ)≧0の解を標準偏差σ=0.3として数値的に求めると,
♂ヴ7。≦0。62となる。
ところで,″/7。は,ハザー ド比に他ならない。つまり,ハザー ド比が
0。62程度になるまでは,限界リスクすなわち外部不経済の限界費用曲線の傾
きは,正ということである。一方,ハザー ド比0。62においては,全体の約
24%の人が発症することになるれ 現実の社会では,このように発症率が
高くなる以前に有害物質の排出規制が実施される50と考えられることから,
46)中西準子et al.,前掲書,pp.253-261を参照されたい。
47)中西準子 et al。,前掲書,pp。235-240を参照されたい。
48)中西準子et al.,前掲書,pp。236-237を参照されたい。
49)中西準子et al.,前掲書,pp。237-239を参照されたい。
50)1988年度末の東京都区部の公健法の認定患者数は,43,602人,東京都区部の
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外部不経済の限界費用曲線の傾きは,正であるとして分析を進めても問題な
Vヽことカンかかる。
なお,ここでは,重篤度は,暴露量と無関係であると想定したが,実際に
は,暴露量が増加すれば重篤度も増すと考えられるため,ここでの分析以上
に外部不経済の限界費用曲線の傾きが正である範囲が広がることに注意する
必要がある。
補論2.最適環境保険の保険料とピグー税額との比較
補論1で用いたモデルに基づき, ピグー税額に対して,保険料の占める割
合を求める。補論 1の(1)式より,求める割合夕は,事業費率をρとしたと
き,次式のとおりとなる。ただし,ここでのχは,有害物質の排出量の最
五直値 υ中に等ししヽものとする。
ノ=品 …<a
ρを35%として数値的に夕を求めると,ハザー ド比が極めて高い水準まで,
最適環境保険の保険料の方が,ピグー税額より小さいことがわかる。たとえ
ば,補論1で示した1988年度における,東京都区部の公健法の認定患者の東
京都区部の人口に占める割合は,0:526%であった。このときのハザー ド比
は,0.171で,そのハザー ド比に対応するピグー税額に占める保険料の割合
は,36.9%となる。つまり,通常,想定されるようなハザー ド比および事業
比率においては,保険料は, ピグー税額より格段に少ないのである。
人口は,8,284,663人である。認定患者数の人口に占める率0.526%は,有害物
質の排出規制が既に実施された後の発症率 と考えられるが,この率は,ハザー
ド比0.62のときの発症率24%よりはるかに小さい。なお,公健法の認定患者数
は,独立行政法人環境再生保全機構から,東京都区部の人口は,東京都のホー
ムページから入手したものである。また,公健法については,阿部泰隆・淡路
剛久『環境法』初版,1999年,pp.303306を参照されたい。
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補論3.行政コス トと付加保険料の削減インセンティプの比較
ピグー税の場合の主な行政コス トは,徴税コス ト,事業場の設備に関する
情報を収集するコス ト,税率決定コス トである6徴税コストは,保険会社の
営業に要するコス トに,事業場の設備に関する情報を収集するコス トは,保
険会社のサイト調査のコストに相当するといえる。まず,この2種類のコス
トにつき削減インセンティプを比較する。 2種類のコストの多くの部分を人
件費が占めると考えられることから,マンアワー当りの人件費の増率を国・
自治体と損害保険業界で比較する。連続する二つの会計年度の損害保険会社
の営業効率は,大きく変化しないと仮定すると,単位保険料の収入に要する
マンアワ‐は,一定といえる。したがって,連続する二つの会計年度につい
て,正味保険料に人件費が占める割合は,損害保険会社のマンアワー当りの
人件費に比例する。この事実を用いてマンアワー当りの人件費の対前年増率
を国 。自治体と損害保険業界で比較する51)と,1992年から2005年の間のすべ
ての年度において,損害保険業界が国 。自治体を下回る。国・自治体が6%
～▲2%程度で,損害保険業界が, 1%～▲6%程度である。損害保険業界
が1994,1996,1998年度を除けば,対前年減であったのに対して国 。自治体
は,2000,2002,2003年度を除けば対前 増である。このことから,国。自
治体より損害保険業界の方がコスト削減のインセンティブが大きいといえる。
さらに税率決定には,環境リスクを定量化する必要があり,専門的な知識に
乏しい行政 (特に市町村)のみでは税率決定はできないと予想される。した
がって,税率決定にあたっては,外部のコンサルタント会社等を利用する必
要があり, 自己で保険料を決定できる損害保険会社に比べて割高になると考
えられる。以上より,付加保険料の方が行政コストを下回る可能性が大きい
といえる。
51)損害保険業界については,
は,大和総研が2007年3月7
ポー トの情報を用いた。
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『インシュアランス統計号』を国。自治体について
日に発表した「公務員人件費の動向」と題するレ
